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「中期経営計画 2022(2022年度-2024年度)」の策定について 

 

 

当社は、この度、2022年度を初年度とする「中期経営計画 2022(2022年度-2024年度)」

を策定いたしましたので、お知らせいたします。 

 

当社は、「人・社会・環境との共生へ」を経営ビジョンに、その発足以来 100年近い歴史

を重ね、微力ながら社会の発展に尽力してまいりました。 

 昨今の国内を取り巻く環境は、デジタル社会化への急伸、多様性の受容、また新型コロナ

ウイルス感染症の影響等もあり、目まぐるしく変化しております。このような環境のもと、

企業の社会的責任において、持続可能な社会発展のため、当社は ESGの取り組みを重要な経

営課題ととらえております。そして、2026年に創業 100周年の節目を迎える上で、当社の経

営ビジョンを体現するべく、2022年度を初年度とする３年間にわたり取り組む施策と方針を

中期経営計画として策定いたしました。 

当社は中期経営計画における明確な基本方針に沿って、豊かな未来と確かな価値の創造を

めざしてまいりますので、お客様、株主、取引先をはじめとする関係者の皆様には、今後と

もご支援を賜りますよう、宜しくお願い申し上げます。 

 

 

 

以上 
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１．中期経営計画 策定趣旨

※サステナブル︓人間・社会・地球環境の持続可能な発展を意味する

※GHG (Greenhouse gas)︓温室効果ガス

※バックキャスト︓未来の姿から逆算して現在の施策を考える発想

昨今、国内を取り巻く環境は、デジタル社会化への急伸、多様性の受容、
サステナブル(※)な視点へのシフト、また新型コロナウイルス感染症の影響等
もあり、目まぐるしく変化しております。

このような状況のもと、当社は、企業の社会的責任において、持続可能な
社会発展のため、ESGの取り組みを重要な経営課題と考え、中⻑期的な企業
価値の向上に向けて邁進していきます。

さらに、2026年に創業100周年の節目を迎える上で、当社の経営ビジョン
「人・社会・環境との共生へ」を体現するべく 、2022年度を初年度とする、
３年間にわたり取り組む施策と方針を中期経営計画として策定しました。

また、日本が目指す2050年GHG(※)実質排出ゼロの実現に向けて取り組み、
バックキャスト(※)の視点でプロジェクト「RN THE FUTURE PROJECT」を
策定。2030年及び2050年をマイルストーンとする豊かな未来と確かな価値
を創造します。
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２．前中期経営計画の総括

2020年度 実績 2021年度 予算(※) 2021年度 見通

受注高 487 629 600

売上高 634 650 540

営業利益 20 17 10

（単位:億円)

✔2020年度の建設需要について、公共投資は底堅く推移したものの、民間投資は新型コロナウイ

ルス感染症の影響を受けたため、停滞傾向で推移した

✔2021年度の当社見通しについて、2020年度の繰越工事減少の影響により、売上高、利益は事

業予算に達しないものの、受注高は回復傾向に向かっている

✔2021年度は、事業本部制導入や環境・再生エネルギー部の新設など、組織改革に着手した

また決裁権限の委譲など、スピード感と責任を持って社内改革をすすめている

【土木事業】

✔単独工事・JVメイン工事の低迷により、売上高、損益ともに予算に達せず

✔総合評価の強化、民間土木受注量強化のため人員強化を図った

【建築事業】

✔民間投資低迷により受注高、売上高ともに予算に達せず

✔大型・注力案件対応、新規営業ルート開拓により受注獲得

※2021年度目標は新型コロナウィルス感染症の影響により経営環境に変化があったため事業予算を表示
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社会
環境

自然
環境

人口
動態

文化

政治環境

経済環境

技術環境

グローバルリスク︓経済へ影響をあたえる環境問
題 異常気象、気候変動の緩和・適応の失敗、大
規模な自然災害（地震・津波など）

労働人口の減少に伴う解決策の模索
世界の人口爆発

多様性の受容
（ダイバーシティ・インクルージョン）

新型コロナウイルス感染症に関連する法改正
育児・介護休業法等の法改正
労働時間に関連する法改正(労働基準法改正)

新型コロナウイルス感染症禍での経済停滞
リモートワークの興隆

DX～自動化、無人化、遠隔化の発展、
セキュリティー、モラルの更新

ESG
（環境・社会・企業統治）

SDGs
（持続可能な開発目標）

脱炭素
ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ

重点課題

2021年7月CSR推進課 新設

DX/ICT

経営環境(マクロ環境) 当社の取り組み

推進チーム

「RN THE FUTURE PROJECT」とは、2030年(SDGs)、2050年(脱炭素への未来)を目標
年として、ＣＳＲ分野における、未来へ取り組む当社の部門横断プロジェクト。「SDGs、
ESG、脱炭素」に繋がるスローガンとして「ともにつなぐ人と社会と環境」を掲げる。

３．経営環境
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4．基本方針と経営目標

経営理念

人の笑顔を第⼀に考えます

社会ニーズに対して幅広い技術でお応えします

環境との調和を図り⾃然との共⽣を推し進めます

経営ビジョン 人・社会・環境との共生へ

基本方針

◆ 業容拡大と安定した収益を確保する
◆ 組織改革、人材育成、⽣産性向上に取り組む
◆ ESG経営・脱炭素・SDGsの取り組みを強化する
◆ ステークホルダーとの相互理解を高める

経営目標

(2024年度)

◆ 業績目標︓売上高720億円 営業利益25億円

◆ 自己資本︓180億円
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5-1．部門別戦略

✔ 知識・ノウハウを組織全体で共有・有効活用し、創造性や生産性を向上させ、事業規模の拡大を目指す

◆受注拡大 ◆収益確保 ◆企業力向上

✔ 社会のニーズと環境変化を的確に捉え、現場力、技術力、積算力、営業力の向上により 取引先からの
更なる信頼を勝ち取り、事業規模の拡大を目指す

◆収益力強化 ◆営業力・積算力強化 ◆技術力強化 ◆各層への教育強化

✔ 環境・再生エネルギーを基軸とした民間プロジェクトを中心に事業開拓を実行する

◆特定パートナーによる継続的受注 ◆新規分野の開拓

✔ ESG経営のもと、働き方改革、人材確保、人材育成、定年延⻑、人事制度見直しを進め、働きがいの
ある職場環境を提供し、従業員のモチベーションアップにつなげる

◆働き方改革の推進 ◆積極的な人材確保 ◆社員教育の拡充 ◆定年延長を目指した雇用形態の構築
◆人事制度の見直し ◆本社ビル改築移転検討開始 ◆創立100周年に向けた準備開始

建築部門

環境・再⽣エネルギー部門

管理部門

土木部門
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◆企業力向上
✔工事実績の更なる積み重ねによる技術力向上
✔良好な工事成績評点獲得による客観的評価向上
✔人材教育による技術力の伝承と若手社員の早期育成
✔独⾃技術の開発と新規事業分野の開拓

◆受注拡大
✔工事実績の積み重ねと人材の適正配置により受注基盤を確保
✔大型工事への挑戦、優良ＪＶ案件の選択
✔民間案件受注に向けた設計・提案力・コスト競争力の強化

◆収益確保
✔単独・ＪＶメインの工事確保
✔設計変更獲得に向けた本支店支援チームの編成
✔協力業者とのネットワーク拡大によるコスト競争力強化
✔社員1人当たりの⽣産性10％向上(ICT活用）

◆収益力強化
✔購買機能の充実と強化
✔収支データ管理の徹底
✔人的資源の増強

◆営業力・積算力強化
✔案件取組における意義や効果を明確にして、
各支店との認識を共有
✔全社的な情報共有
✔営業戦略及び方針の明確化(2024年度の目標)
✔提案力強化に向けた設計施工案件比率向上
(含む環境エネルギー)
✔積算対応強化に向けた人員配置の実施
✔リニューアル部門の強化

◆技術力強化
✔技術部の拡充
✔専門知識の習得
✔建築技術の事例収集と活用

◆各層への教育強化
✔若年層への教育確立～実施
✔中間層への階層別教育の実施
✔管理者層へのマネージメント教育実施

5-2．土木部門 建築部門（重点取組）

土木部門

建築部門
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6．CSRの取り組み

基本方針

✔ 非財務情報の積極的な開示によりステークホルダーから評価され企業価値を高める

✔ 外部・社会環境の変化へ柔軟な対応を行う

◆サステナビリティを可能とするESG経営の実施 ◆経営環境へのSDGs・ESG・DXでの対応

◆2030年、2050年脱炭素社会への適応 ◆⾃主的に社会に貢献する責任として、情報の積極的な開示

Environment
環境

Governance
ガバナンス

ESG

◆ 6 新造船の⽣活雑排水を基準内で放流
◆ 7  本社ビルの電力再エネ100%化
◆12 産業廃棄物 土木0.9t/億円、建築5t/億円
◆13 CO2排出目標2020年度比6.2%減
◆14 海洋保全などのＮＰＯとの連携
◆15 森林保全などのＮＰＯとの連携

SDGs目標 当社の取り組み例

Social
社会

◆ 2  子供食堂への協賛を継続
◆ 3  エコキャップ運動継続によるポリオワクチンの提供
◆ 4 CPDS100ユニット=100時間/年の教育
◆ 9  工事施工(完工高)による貢献
◆11 工事施工(完工高)による貢献

◆ 5  男性社員の育児休暇取得
◆16 ハラスメント防止、リスクマネジメント確立
◆17 民間企業との共同開発、大学との共同開発
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【将来事象に関する注意事項】
本資料に記載されている経営目標、戦略、取り組みに関する記述は、当社が現在入手している情報及び

合理的であると判断する⼀定の前提に基づいておりますが、経営環境の変化等によって変動する可能性が
ありますことをご承知おきください。


